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I．はじめに

近年，地域における健康課題は新興感染症，虐待
や精神疾患の件数の増加など複雑多様化してきたこ
とに伴い，地域保健分野の保健師活動の重要性の増
大とともに地域保健従事者の資質向上が注目されて
いる 1）．当然のことながら，新任時期の 5年間（以
下，新任期）にある保健師であっても高度な専門性
が求められることに変わりはない．しかし，保健師
教育の大学化によって，1年課程と比して公衆衛生

看護の授業や実習時間数が減少し基礎的能力を育成
することが困難になっている 2）．加えて，市町村合
併の組織編成によって，必ずしも上司が保健師では
なくなってきているため，現場での専門性構築に支
障が生じている 3）．このような背景を踏まえ，2003
年以降に新任期の系統的人材育成プログラムの報告
書や通知書が厚生労働省等から提示され 4–7），地域
保健従事者としての基礎的能力，行政能力，専門能
力を身につけるための現任教育の到達目標等が示さ
れた．
研究分野では，現任教育のあり方を探ることを目的
とした新任期保健師への聞き取りや質問紙調査が行
われ，自己評価による不得手な専門能力の明確化 8–13）
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要　　旨 目的：新任期保健師が教育プログラムの課題を達成できなかった要因と，新任期保健師
が考える現任教育のあり方を明らかにする．
方法：質的記述的研究デザインを用いて，教育プログラムの課題が達成できなかった新
任期保健師 5名を対象に，半構造化インタビューを実施した．分析方法は内容分析を参
考に行った．
結果：課題が達成できなかった新任期保健師の教育プログラムに対する思いとして，【受
講による成果】【受講から生じたマイナス感情】【課題遂行の阻害要因】【研修中のサポー
ト状況】【教育プログラムの改善点】の 5つのカテゴリーが抽出された．教育プログラム
を受講した新任期保健師が考える現任教育のあり方として，【保健師に必要な能力の獲得】
【評価力が育成しにくい要因】【新任期に必要な研修内容】【新任期の段階的研修】【希望
するサポート体制】の 5つのカテゴリーが抽出された．
考察：課題を達成できなかった要因は，回避し難い要因と教育プログラムの企画・運営
の工夫により対応可能な要因が確認された．研修は就業 3年目に，単年で完結する課題
内容がよく，大学と職場のサポートによる個別対応を強化した体制が望ましいことが示
唆された．
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や，地域保健従事者としての能力全般 14），対人支
援能力 15），地域診断の技術 16,17）に関する教育支援
の実践報告がみられる．しかし，教育プログラムを
開発し，介入を行ったものはまだ少ない．特に新任
期保健師の自己評価が低い項目の 1つである地域の
健康課題の把握，計画立案・評価する能力 8,12,18）を
扱った報告は見当たらなかった．
我々は，3～4年目の保健師を対象に計画立案・

評価能力の向上を目的とした教育プログラムを企
画・実施した．しかし，受講者 18名のうち課題が
達成することができたのは 2名であった．そこで，
新任期保健師が教育プログラムの課題を達成できな
かった要因と，新任期保健師が考える現任教育のあ

り方を明らかにすることを目的とし，課題が達成で
きなかった受講者へのインタビュー調査を実施する
こととした．

II．教育プログラムの概要

新任期保健師を対象にした約 2年間の教育プログ
ラムの構成を表 1に示す．教育プログラムは事業の
計画立案と評価能力の向上を目的としている．事業
とは行政において政策実現のために行うより具体的
な活動のことで，例えば 3歳児健康診査などがこれ
にあたる 19）．

A県内の政令市と市町村で勤務する 3～ 4年目の

表 1　教育プログラムの構成
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保健師 22名とその所属長に依頼文を送付し，受講
者を募集した．所属長の許可が得られた 19名のう
ち，18名が受講することとなった．教育プログラ
ムの到達点は地域の健康課題に基づく事業計画と評
価計画の立案ができ，事業運営の後に事業評価がで
きることである．そのために，1年目の第 1回研修
会では地域の健康課題に基づく事業計画と評価の立
案ができることを目標とした講義と演習を実施し
た．計画立案ができた受講者に対しては，教員 2名
が職場に出向いて個別の面接指導を行い，必要時に
電話指導を行った．2年目は，修正した計画に沿っ
て事業を展開し，評価の実施を目標とした．評価計
画に基づいたデータ収集が終了した時期を見計らっ
て，第 2回研修会を開催し，データの分析方法の講
義とグループワークを実施した．
教育プログラムの進行中は，個別相談窓口として
受講者 1名につき教員 1名と，総合窓口としてさら
に教員 1名を設置した．課題の進行が滞っている受
講者には，教員間で対応内容を話し合い，電話・メー
ル・文書で対応した．
なお，計画立案の際，地域の健康問題の情報を整
理しながら段階的に活動計画および評価計画が立案
できることをねらいとしたシートを使用した（図 1）．
シートは，保健師教育で教授される地域保健活動の
過程 20）をもとに作成した．

III．研究方法

本研究は，語られた内容をもとに課題が達成でき
なかった要因と現任教育のあり方を明らかにするこ

とを目的とするため，質的研究の方法論の 1つであ
る質的記述的研究デザイン 21）を用いた．

1．対象
教育プログラムの課題が達成できなかった 16名

の受講者のなかで連絡が取れた 9名を対象にした．
そのうち，了解が得られた 5名にインタビューを実
施した．

2．調査方法
調査期間は教育プログラムが終了後の 2010年 5～

7月とした．調査は，負担軽減のために研究対象者
の職場に出向いて実施した．自由な発言を促すため
に個室を用意してもらい，個別相談窓口以外の教員
1名が 30～45分程度の半構造化インタビュー 22）を
行った．質問項目は，教育プログラムを受講してど
うだったか，今回のような教育プログラムを 3～4
年目の保健師に実施することについてどう思うかと
し，良否の両面からの意見を求めた．インタビュー
内容は参加者の同意を得てテープに録音した．

3．分析方法
面接内容の録音記録から逐語録を作成した．デー
タ分析は内容分析の手法 23）を参考にした．受講者
の語りの文脈に留意しなから，教育プログラムを受
講してどうだったか，今回のような教育プログラム
を 3～4年目の保健師が実施することについてどう
思うかという質問と関係のある文脈を取り出し整理
し，内容を抽出した．次に，文脈ごとの意味を何度
も読み返し，その意味内容をコード化した．コード

図 1　シートの枠組み
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化した文章を相違性および類似性に留意しながら比
較検討し，類似するコードをまとめてサブカテゴ
リーを生成した．さらに，サブカテゴリーの相違性
および類似性に留意しながら比較検討し，類似する
サブカテゴリーを集めてカテゴリーを生成した．抽
象度を上げる際には，全体の文脈から逸脱しないよ
うに，随時逐語録に戻って確認した．カテゴリー名
は【　】，サブカテゴリー名は［　］で示す．
分析の信頼性と妥当性を高めるため，研究者間で
分析の検討を行った．さらに，カテゴリー生成後に
承諾が得られた受講者 2名に直接会って内容の確認
を行った．

4．倫理的配慮
所属する大学の研究倫理審査委員会の承認を得て
実施した（第 20-23号）．研究の趣旨，個人情報の
保護，協力は自由意志であり，協力しなかったとし
ても何ら不利益を被らないこと，研究結果は関連学
会に発表することを文書と口頭で説明し，本人自筆
の署名による承諾を得た．データはコード化し，個
人が特定できないようにした．録音したテープは逐
語録作成後に消去した．

IV．結果

研究対象者の属性と教育プログラムの受講状況を
表 2に示す．

1．受講者の教育プログラムに対する思い
分析の結果，受講者の教育プログラムに対する思
いについての意味内容が 72，コード数 32，16のサ
ブカテゴリー，5つのカテゴリーが抽出された（表 3）．
抽出された 5つのカテゴリーは，【受講による成果】
【受講から生じたマイナス感情】【課題遂行の阻害要

因】【研修中のサポート状況】【教育プログラムの改
善点】であった．
【受講による成果】は［事業の計画立案ができた］
［他者の助言が役立った］［新たな知識を得た］［保
健師活動の展開プロセスを再認識した］の 4つのサ
ブカテゴリーから構成され，【受講から生じたマイ
ナス感情】は［事業の計画立案は困難だった］［課
題が達成できずに反省した］［研修の進度に戸惑っ
た］の 3つのサブカテゴリーから構成された．
【課題遂行の阻害要因】は［予定外の出来事が生
じた］［仕事の多忙さ］［他受講者との属性の相違］［教
員とのコミュニケーションが不十分］の 4つのサブ
カテゴリーから構成され，【研修中のサポート状況】
は［協力者が存在した］［相談しづらい職場だった］
の 2つのサブカテゴリーから構成された．【教育プ
ログラムへの改善点】は［受講者のニーズに即した
助言をする］［シートの枠組みを修正する］［時間的
余裕のある課題にする］の 3つのサブカテゴリーか
ら構成された．

2．新任期保健師の現任教育のあり方
分析の結果，新任期保健師が考える現任教育のあり
方に関する意味内容が 60，コード数 23，9つのサ
ブカテゴリー，5つのカテゴリーが抽出された（表 4）．
抽出された 5つのカテゴリーは，【保健師に必要な
能力の獲得】【評価力が育成しにくい要因】【新任期
に必要な研修内容】【新任期の段階的研修】【希望す
るサポート体制】であった．
【保健師に必要な能力の獲得】は［新任期保健師
には教育が必要］［求められる能力がある］［評価力
不足の自覚］の 3つのサブカテゴリーから構成され，
【評価力が育成しにくい要因】は［業務に対する日
常的な認識］［評価作業への負担感］の 2つのサブ
カテゴリーから構成された．【新任期に必要な研修

表 2　研究対象者の属性と教育プログラムの受講状況
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内容】は［評価方法の習得は重要である］の 1つの
サブカテゴリーから構成され，【新任期の段階的研
修】は［新任期は段階的に成長する］［就業年数に
応じた時期がよい］の 2つのサブカテゴリーから構
成された．【希望するサポート体制】は［複数によ
る指導体制がよい］［教育機関と連携する］［業務量
を配慮してほしい］の 3つのサブカテゴリーから構
成された．

V．考察

全国の保健師を対象とした平成 22年度のWeb調
査 24）によると，現任教育のプログラムがあるのは
市町村 18.3％，保健所設置市 56.9％であり，20歳
代の約 2割に新任研修の経験がなかった．そのよう
な状況の中で，1県下ではあったが外部資源である
教育機関の立場から研修会の機会を提供できたのは
意義があった．しかし，我々が提供した教育プログ

表 3　課題が達成できなかった受講者の教育プログラムに対する思い
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ラムの課題をやり遂げることができたのは 18名中
2名であった．課題を達成できなかった 5名のイン
タビュー調査を行い，得られた 10のカテゴリーは
図 2のように関連づけられた．その説明をしながら
教育プログラムの課題を達成できなかった要因と新
任期保健師の現任教育のあり方について考察する．

1．教育プログラムの課題を達成できなかった要因
事業の計画立案と評価能力の向上を目的とした教
育プログラムの課題を達成できなかった受講者は，
事業の計画立案に取り組めたという【受講による成
果】を得ていた．しかし，一方では【課題遂行の阻
害要因】によって【受講によるマイナス感情】を生
じていた．
【課題遂行の阻害要因】として 4つのコードが抽
出された．1つ目は［予定外の出来事が生じた］で
ある．担当業務の変更，事業が国会で廃案になった，

新型インフルエンザの流行により事業が未実施に
なった，組織編成によりデータが入手困難になるな
ど個人ではどうすることもできない出来事であっ
た．度々起こる事ではないが，阻害要因として認識
しておくことも必要と思われた．自治体や部署によ
り相違はあるが，担当業務の変更は就業 3～ 5年目
に実施されることが想定できる 25）．インタビュー
した受講者以外にも，担当業務が変更になった 5名
と退職・休職した保健師 4名が途中で受講を辞退し
た．このことから，新任期の 20歳代は結婚，出産，
育児などのライフステージにあたり，退職・担当業
務の変更時期等を考慮すると，年度を跨ぐ研修は継
続が困難になることが推察される．研修期間が長す
ぎて［研修の進度に戸惑った］という意見とあわせ，
単年での研修期間の設定がよいことが示唆された．

2つ目は［仕事の多忙さ］である．保健師の現状
認識 24）で一番多かった「日々の業務に追われ，事

表 4　新任期保健師が考える現任教育のあり方



明
治
国
際
医
療
大
学
誌

15地域看護学実習での HIV/エイズ予防普及啓発活動から得た学び

業評価や見直しができない 71.1％」「業務量が多く，
保健師のマンパワーが不足している 49.5％」と同意
見であった．多省・多課から分野別に様々な事業等
に関する法令・通知が市町村におりてくる現状 26）

であり，前述の要因と同様に個人では回避し難い要
因である．この要因は，現任教育のあり方の意見と
して出された【希望するサポート体制】の中の［業
務量を配慮してほしい］，【教育プログラムの改善点】
の［時間的余裕のある課題にする］につながる．職
場の協力とともに，教育プログラムの課題設定の見
直しが必要と思われた．受講者から［シートの枠組
みを修正する］要望があり，不慣れなシートへの書
き込みは課題遂行を困難にしていたことがわかっ
た．シートの枠組みを整理するなど，課題に使用す
る媒体はできるかぎり簡潔なものがよいといえる．

3つ目は［他受講者との属性の相違］である．同
期よりも年齢が高いことが気になり，教員や職場ス
タッフに相談できずに挫折した受講者がいた．この
ような保健師の内面の声を捉えた文献は見当たら
ず，半構造化インタビューの成果といえる．専門能
力の発達を就業年数という尺度で捉えた場合に引き
起こされる感情といえる．現行の現任教育は就業年
数の視点で輪切りにし，職場外研修は主として集団
で実施している 27–31）．しかし，教育の多様化や職場
の諸事情により，個々の保健師は一様に経験を積み
上げて成長してきているとは限らない．現任教育に
は個人の力量や心情に配慮した対応の必要性が示唆
された．

4つ目は［教員とのコミュニケーションが不十分］

である．教員から指示がなかった，取り組む時期が
不明だったという理由で課題を中断した受講者がい
た．事業の実施は半期もしくは年間を通じて行われ
るため，データ収集の時期として 1年間を確保した．
その期間中は，受講者の仕事の多忙さを考慮して研
修会等は設定しなかった．第 1回研修会時に紙面と
口頭でスケジュールの説明を済ませ，相談窓口とし
て電話・メールの手段を確保し，教員側は待機の姿
勢をとっていた．しかし，受講者側も待機の姿勢で
［受講者のニーズに即した助言をする］ことを教員
側に望んでいた．若い保健師のコミュニケーション
能力の弱さを指摘する調査結果 32）を参考にすると，
教員側からの積極的な関わりが必要な場合もあると
いえる．1年間に 4回の集合研修を実施した報告 33）

もあることから，受講者との接触の機会を頻回にす
ることも 1つと思われる．

2．新任期保健師の現任教育のあり方
課題を達成できなかった新任期保健師は［評価力
不足の自覚］をしていた．その背景には，事業は指
示されたことをこなすもの，評価作業よりも家庭訪
問などの業務を優先したいという［業務に対する日
常的な認識］や［評価作業への負担感］が【評価力
が育成しにくい要因】として存在すると感じていた．
しかし，就業年数を重ねていくと［求められる能力
がある］ことや［評価力不足の自覚］から［新任期
保健師には教育が必要］だと【保健師に必要な能力
の獲得】を望んでいた．前述した「日々の業務に追
われ，事業評価や見直しができない 71.1％」，現在

図 2　カテゴリーの関連図
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の業務に必要と思われるのは「企画立案能力
54.4％」「事業評価能力 27.7％」という保健師の現
状認識 24）と同様であった．計画立案や評価力の向
上は，勤務中よりも外部の研修会等時間を確保した
環境で教育することがよいと思われた．
受講者は健康課題から計画立案・評価へのプロセ
スは保健師活動の基礎であるため，評価方法の習得
は【新任期に必要な研修内容】であり，その際，【新
任期の段階的研修】がよいと考えていた．教育プロ
グラムの受講をとおして，新任期保健師が妥当だと
考える研修時期は，中堅期を見据えた 2年目からの
研修がよい，担当業務が変更になる節目の 3，4年
目がよいとの意見であった．受講者が 1年目からの
キャリアを振り返った時に，3，4年目はこれまで
を振り返って今後どう進むかを考える時期であると
述べている．経験年数群別に専門能力を比較した佐
伯らの研究 18）では，経験年数と能力の自己評価は
比例する結果であった．しかし，教育プログラムの
課題である事業の計画立案，評価の自己評価は 3年
目に一旦低下し，その後上昇していた．受講者の声
と自己評価の変化から事業の計画立案，評価の研修
は 3年目の設定がよいと思われる．
受講者が経験した【研修中のサポート状況】や【課
題遂行の阻害要因】を踏まえて，今後への【希望す
るサポート体制】を挙げていた．【研修中のサポー
ト状況】では，上司／スタッフは他職種だったので
相談しなかった，他保健師からの協力はなかったと
して［相談しづらい職場だった］ことを挙げ，【希
望する支援体制】として，上司，プリセプター，他
保健師による複数による指導体制がよい，教育機関
と連携することを受講者は希望していた．このよう
な要望や上司が他職種や他保健師がいないことから
くる相談のしづらさなどは厚生労働省の報告書 4）

が示す現任教育が困難な職場の現状や望ましい体制
と同様であった．ガイドライン 34）でも新任期保健
師を取り巻く関係者として，管理者，プリセプター，
同僚を挙げているが，プリセプターの指導を受けた
ことがない保健師は 20歳代で 28.0～42.9％，所属
別では市町村 63.4％であった 24）．このような職場
内での現任教育の現状を踏まえると，職場外研修の
役割の重要性は高いと考える．今回の教育プログラ
ムにおける大学側と保健師との交流は，研修会時，
個人指導時の面接，電話相談，メールによる連絡が
主であったが，職場との接点は研修の依頼文書のみ
であった．職場との連携不足は研修の主体が大学側
であったことが大きいと考えられる．都道府県，市
町村，教育機関の協働での現任教育の体制報告もみ
られるが 28–31），全国に行き渡るまでには時間がかか

ると思われる．どこが企画運営の主体であっても課
題の進捗状況の報告など共通認識をもてるように双
方向からアプローチしていくことが新任期保健師に
有益と思われた．

VI．おわりに

本研究は，A県内で実施した教育プログラムの課
題が達成できなかった新任期保健師 5名への半構造
化インタビューからその要因と現任教育のあり方を
明らかにしたものである．3～4年目の職場外研修
を継続していくには，担当業務の変更など個人では
回避不可能な阻害要因もあるが，3年目に，単年で
完結する課題内容にし，職場の上司やスタッフの協
力を得ながら個人の力量等を配慮した対応が良いこ
とが示唆された．特定の地域および 5名という少人
数から導いた結果の一般化には限界があるが，課題
が達成できなかった受講者を対象にした報告は見当
たらないため，貴重なデータと思われる．今後は，
課題が達成できた保健師との相違を検討し，よりよい
現任教育の企画・運営に活かしていきたいと考える．

謝　辞：本研究を行うにあたり，インタビューに快
くご協力いただきました保健師の皆様に心から深謝
いたします．本研究は科学研究費補助金基盤 C（課題
番号 20592644）の助成を得て実施した一部である．
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ABSTRACT
Objective: The purpose of this study was to reveal factors that contributed to the failure of novice public 

health nurses to accomplish the tasks of an educational program, and clarify what novice public health nurses 
thought would be the optimal form of continuing education.

Method: Using a qualitative descriptive research design, we conducted semi-structured interviews with 
five novice public health nurses who were unable to complete the tasks of an educational program. Content 
analysis was used to analyze interview contents.

Results: We extracted the following five categories relating to how novice nurses who were unable to 
complete tasks felt about the educational program: results of course participation, negative emotions resulting 
from course participation, factors hindering task fulfillment, support status during training, and points for 
improving the educational program. In addition, five categories were extracted relating to what novice public 
health nurses thought would be the optimal form of continuing education after taking part in the educational 
program: acquisition of abilities necessary for public health nurses, factors making it difficult to build 
assessment skills, training content necessary in the novice period, gradual training in the novice period, and 
the desired support system.

Discussion: Factors hindering task fulfillment included factors that are difficult to evade and factors that 
are possible to cope with by improving the way to plan and manage an educational program. Our findings 
suggest that it is optimal that training for novice health care nurses consists of tasks that are completed during 
the third year of employment. Moreover, a more individualized support system at the university and 
workplace is desirable.


